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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

メールアドレス 第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 952,601                          1/23以降緊急事態措置等
に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 214,463                          うち法定率事業分 55,751       

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

5,016,815 404,902 225,585 4,764,587 - 14,567 12,076 

1 単 サポート利用
券発行事業

①高齢者や障害者、日常生活の見守りが必要な生活要支援
者に、経済的な支援 として、飲食物のデリバリー経費やタク
シー利用等のサービスが受けられる利用券を交付する。
②給付額、利用券等印刷・封緘費、郵便料、広報用ちらし印
刷費など
③積算根拠（計1,073,300千円）
Ⅰ高齢者・障害者
イ 給付額780,000千円
 　一人当たり給付額：10千円
　 対象者：約78,000人
 　・70歳以上の高齢者（約61,000人）
 　・69歳以下の障害者手帳所有者（約17,000人）
ロ 郵便料、利用券等印刷及び封入封緘など31,000千円
　 郵便料20,000千円、広報ちらし印刷等1,000千円
　 利用券等印刷及び封入封緘費10,000千円
Ⅱ日常生活の見守りが必要な生活要支援者
イ 給付額235,000千円
 　一人当たり給付額：5千円、対象者：約47,000人
ロ 郵便料、利用券等印刷及び封入封緘など27,300千円
　 郵便料19,300千円、換金依頼書等印刷費1,000千円
　 利用券等印刷及び封入封緘費7,000千円
④Ⅰ市内在住の70歳以上の高齢者、69歳以下の障害者手
帳所有者、Ⅱ市内在住の生活要支援者（令和２年１月１日時
点の市民税非課税世帯の世帯員で、令和２年８月１日現在
で、住民基本台帳に登録がある人）※ただし、生活保護受給
世帯は除く

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

⑲商品券・旅
行券

R2.5 R3.3 1,073,300 1,073,300 - - R2補正
（地）

2 〇 単

休業要請事
業者経営継
続支援事業
費

①県と協調し、休業要請等に応じた中小法人・個人事業
主の事業継続を支援
②中小法人・個人事業主への支援金
③兵庫県に対する委託金148,008千円（本市内の中小法
人等に係る支援金額（概算）※の１／３相当額）
※　県内の支援金総額（概算）8,986,000千円（申請数見
込：約29,000件、単価：50千円～1,000千円）を、H28経済
センサスによる県内中小事業者数の割合で按分して算
出。
④次の３つの要件をすべて満たす中小法人及び個人事
業主
(1)兵庫県内に事業所を置く中小法人及び個人事業主
で、令和２年３月１日以前に創業していること。(2)令和２
年４月又は５月の売上が前年同月対比で50%以上減少し
ていること。(3)兵庫県の休業要請等に応じて、対象とな
る施設を、緊急事態措置期間中、継続して休業している
こと。

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 148,008 148,008 - - R2補正
（地）

3 単 「3割おトク商
品券」事業

①新型コロナウィルス感染症の影響で低迷する地域商
業の活性化を図るため、市内商店街等で使用できる3割
プレミアム付商品券事業を実施する。5,000円で6,500円
使用できる商品券を発行する。
②補助金
③積算根拠（計102,500千円）
・プレミアム付商品券　  　115,000冊
　プレミアム分対象経費    95,833千円
　事務費経費　　　　　　 6,667千円
④明石市商店街連合会等で組織する実行委員会

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑲商品券・旅
行券

R2.6 R3.3 102,500 102,500 - - R2補正
（地）

4 〇 補 103
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）

①休校中の児童・生徒の学習支援のため、家庭学習支
援システムを導入するとともに、郵便を利用した学習教
材等の双方向のやり取りを行い、学力保障と相談支援を
行う。
②インターネット配信型教材使用料、郵便を利用した学
習教材等に要する経費
③積算根拠（計31,200千円）
・インターネット配信型教材使用料8,200千円
　200千円×41校(小学校28校･中学校13校)
・郵便を利用した学習教材等23,000千円
　学習教材用紙代5,000千円
　封筒購入費3,000千円
　郵便料15,000千円
④－

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R2.4 R3.3 31,200 31,200 15,600 15,600 - - -         R2補正
（国）

個人を対
象とした
給付金等

移替先 総務省 4,054,914                                                                                   

担当部局課名 政策局ＳＤＧｓ推進室 164,750                                                          本省繰越予定額                   700,000

700,000                                                                                     担当者氏名 大西　晋輔 4,599,837                                                        配分予定額計 3,354,914                

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

合計

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 兵庫県 078-918-5010 第一次配分額 773,692                  773,692                                                                                     

2,114,158                                                                                   

都道府県・市町村コード（５桁） 28203 4,764,587                                                        第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

467,064                  

地方公共団体名 明石市 seisaku@city.akashi.lg.jp 第二次配分額 2,114,158                
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

5 単 106

児童扶養手
当受給者に
対する緊急支
援給付金事
業

①ひとり親世帯への支援の充実を図るため、緊急的な支
援として、給付金を支給する。
②扶助費
③1世帯あたり50千円×2,200世帯
④児童扶養手当受給世帯（父母が離婚、父または母が
死亡した児童などを養育し、児童扶養手当を受給してい
る世帯：5月支給に併せて支給）

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 110,000 110,000 - - R2補正
（地）

6 単 106

児童手当受
給者に対する
緊急支援給
付金事業

①子育て世帯への緊急支援として、児童手当に上乗せし
て給付金を支給する。（市の独自事業）
②扶助費
③1世帯あたり10千円×22,000世帯
④児童手当受給世帯（0歳から中学卒業まで（15歳の誕
生日後の最初の3月31日まで）の児童を養育し、児童手
当を受給している世帯）

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 220,000 220,000 - - R2補正
（地）

7 単 1

新型コロナ
ウィルス感染
症対策事業
①（マスク・消
毒液等の確
保、帰国者、
濃厚接触者
の診療）

①新型コロナウィルス感染症対策を効果的に進めるため、
所要の整備を図る。
②配布用マスク製造・購入費、医療材料購入費、外来診療
等体制の充実に要する経費
③積算根拠（計134,350千円）
イ 配布用マスク製造・購入費24,000千円
・布マスク製造委託料（33,000枚）
・布マスク購入費（30,000枚）
・サージカルマスク購入費（100,000枚）
ロ 医療材料購入費 25,000千円
・患者移送保健師等感染予防用消耗品費
ハ 外来診療体制の充実　73,650千円
・帰国者・接触者外来の増設に係る経費
ニ 検査体制の確立700千円
・検体採取のための医師派遣業務）
　1回44千円×16回
ホ 保健所の組織体制充実 11,000千円
・組織体制充実のための備品・事務用品等購入費
・組織体制充実のための事務費
・組織体制従事のための看護師派遣委託（9,000千円）
　1日30千円×5名×60日
④小中高生徒・児童、幼稚園・保育園児、教職員、民生委
員、市職員、感染症対策従事者など

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 134,350 134,350 - - 

新型コロナウイルス感
染症緊急包括支援交
付金
（厚生労働省）

R2補正
（地）

8 単 1

新型コロナ
ウィルス感染
症対策事業
②（医療提供
体制の確保）

①新型コロナウィルス感染症対策を効果的に進めるた
め、所要の整備を図る。
②入院病床や診察・検査等の医療体制の確保に関する
経費
③積算根拠（計109,838千円）
イ 入院病床の確保等　　　　　　　　　76,138千円
・感染症病床の運営にかかる医療従事者
 （臨時看護師の採用等）
・危険業務従事者に対する手当
ロ 保護者不在児童の受入体制等に係る経費　8,700千
円
ハ 診察・検査・入院等の医療体制の確保　　 　25,000千
円
・回復期の転院受入促進事業
④明石市立市民病院、市内医療機関

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 109,838 109,838 - - 

新型コロナウイルス感
染症緊急包括支援交
付金
（厚生労働省）

R2補正
（地）

9 単 1
新型コロナウ
イルス感染症
対策事業③

①新型コロナウイルス第２波に備えるため、隔離体制を
充実させるとともに、感染患者が医療スタッフや親族等と
やり取りを行えるリモート支援システム等に係る経費を明
石市立市民病院に対して支援する。
②隔離体制の充実、リモート支援システム等に係る経費
③積算根拠（計129,207千円）
感染症専門外来施設の整備(空調設備等の整備)25,000
千円
感染もしくは疑いのある透析患者の受入(透析装置、ベッ
ト等の整備)
10,000千円
感染症専用病棟以外の病棟における疑い患者の隔離用
設備の整備30,000千円
疑い患者を感染病棟に移すまでの患者用資機材の整備
(人工呼吸器等)33,000千円
感染患者とのコミュニケーション用機器の整備(リモート
支援システム等)21,207千円
その他感染防御のための設備の整備10,000千円
④明石市立市民病院

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.3 129,207 129,207 - - 

新型コロナウイルス感
染症緊急包括支援交
付金
（厚生労働省）

R2補正
（地）

10 〇 単 106
赤ちゃん応援
給付金給付
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、こどもの育
ちにも様々な負担が生じるため、国の特別定額給付金の
対象にならなかった新生児を対象に給付金を支給する 。
②給付額、郵便料、印刷物等作成料など
③積算根拠
イ 給付額260,000千円
 　一人当たり給付額：100千円
　 対象者（見込み）：約2,600人
ロ 郵便料、印刷物等作成費700千円
　 郵便料600千円
　 印刷物等作成費100千円
④令和２年4月28日から令和３年４月１日までに生まれた
子の父母

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.8 R3.4以降 260,700 260,700 - - R2補正
（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

11 単
認知症あんし
んプロジェクト
事業①

①新型コロナウイルス感染症の影響により、介護サービス
や地域の通い場等の利用が制約され、心身の状態が悪化
したり、認知症が発症または進行するなど日常生活に支障
が生じている人に対して交付金を支給し、本人及び介護者
の負担軽減を図る。
②扶助費、申請書等印刷費、封入封緘費、備品購入費
③積算根拠
イ 扶助費251,250千円
・対象者
　ⅰ在宅要介護認定者（認知症診断を受けている人を除く）
約7,000人
　ⅱ在宅の認知症の診断を受けた人約6,000人
・一人当たり支給額
　ⅰ10千円
　ⅱ30千円
・意見書文書料
　500人×2,500円
ロ 申請書等印刷費、郵便料、封入封緘費、備品購入費
5,850千円
　 申請書等印刷費1,100千円
　 郵便料3,550千円
　 封入封緘費200千円
　 備品購入費（対話型支援機器）1,000千円
④在宅の要介護認定者、在宅で認知症の診断を受けた人

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 257,100 257,100 - - R2補正
（地）

12 単
認知症あんし
んプロジェクト
事業②

①新型コロナウイルス感染症の影響による介護者の心
身の負担軽減を図り、継続的な支援につなげるため、お
泊り券等のサポート券を配布する。
あわせて、新型コロナウイルス感染症の終息後も見据え
て、医療等の受診履歴や介護サービスの利用状況など
が経年的に記載出来るとともに、認知症への対応方法
や相談場所などを記載した「（仮称）あかしオレンジ手帳」
（認知症手帳）を交付し、医療や介護等の連携を図ること
で、総合的な支援につなげる。
②認知症手帳等印刷費、郵便料、委託料
③積算根拠
　認知症手帳等印刷費7,300千円
　郵便料1,800千円
　委託料6,000千円
　・お泊り券（1泊2日のショートステイ）業務3,000千円
　・寄り添い支援サービス業務3,000千円
　役務費60,000千円
　・配食サービス手数料60,000千円
④在宅で認知症の診断を受けた人

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 75,100 75,100 - - R2補正
（地）

13 〇 単
ウイズコロナ
感染対策助
成事業

①飲食店を中心とした店舗と、飲食関係の組合、商店街
などの団体に対して、感染予防策のための補助金を助
成する。
②補助金、事務費
③積算根拠
　補助金
　Ⅰ飲食店等個店に対する感染予防対策への補助金
100,000千円
       50千円/1店舗×2,000店舗
　Ⅱ組合、商店街としての感染予防対策に対する補助金
28,500千円
    　500千円/1組合等(加盟店舗数50未満)×27組合等
　　　1,000千円/1組合等(加盟店舗数50以上)×15組合
等
　事務費(電話使用料、消耗品費 等)1,000千円
④市内の飲食に関係する組合及び商店街

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 129,500 129,500 - - R2補正
（地）

14 単
小学校等給
食衛生管理
事業①

①感染症対策及び熱中症予防のため、小学校給食室に
空調機を整備する。
②小学校給食室空調整備費
③積算根拠
　備品購入費60,000千円
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 60,000 60,000 - - R2当初
（地）

15 単
小学校等給
食衛生管理
事業②

①感染症対策及び熱中症予防のため、空調機を未設置
の小学校給食室に空調機を整備する。
②小学校給食室空調整備費
③積算根拠
　備品購入費60,000千円
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 60,000 60,000 - - R2補正
（地）

16 単

あかねが丘
学園運営事
業（オンライン
環境整備）

①新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ、市民の多
様な学習ニーズに対応するため、あかねが丘学園の講
座を各中学校区コミセンで受講できるようにオンライン化
等を進める。
②委託料、インターネット使用料
③積算根拠
　委託料（オンライン化等業務）21,500千円
　インターネット使用料610千円（6,600円×6ヶ月×14施
設×1.10）
④ウィズあかし(あかねが丘学園)、市内13中学校区コ
ミュニティ・センター

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 22,110 22,110 - - R2補正
（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

17 単 54
学校給食地
産地消推進
事業

①明石市産等の水産物・農作物を使用した特別献立に
よる学校給食を提供し、給食を通じた地域とのつながり
を学ぶ機会とする。また、感染症の影響を受けた地元水
産物等の消費につなげるなど地場産業の経営安定化に
役立てる。
②委託料
③積算根拠
　委託料(小学校分)4,600千円
　委託料(中学校分)2,400千円
④小学生、中学生、食材納入業者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 7,000 7,000 - - R2補正
（地）

18 〇 単 災害対策一
般事務事業

①大雨等災害時における避難所の感染症対策備品を整
備する。
②備品購入費
③積算根拠
　ワンタッチ式災害用簡易間仕切りテント8,000千円
　（19,500円×10セット×41避難所）
　簡易ベッド1,500千円（15,000円×100セット）
④－

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 9,500 9,500 - - R2補正
（地）

19 〇 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）
①学校再開に伴う感染症対策備品を整備する。
②学校再開に伴う感染症対策及び学習保障等に係る経
費
③積算根拠
　消耗品費（消毒液、体温計、貸出端末機用周辺機器
等）25,374千円
　備品購入費（サーモカメラ、スポットクーラー等）89,900
千円
　委託料（布マスク作成等）6,526千円
④－

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 121,800 121,800 60,900 60,900 - - -         R2補正
（国）

20 補
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業）
①障害福祉サービス等事業所の衛生管理体制強化のた
め、マスク、手指消毒用エタノールを中心とした衛生用品
等の購入費等を補助する。
②補助金
③積算根拠
　補助金（衛生用品等購入費）75,000千円
④障害福祉サービス等事業所等

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 75,000 75,000 49,999 25,001 - - -         R2補正
（国）

21 ○ 補
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援
事業）
①利用者または職員に感染者もしくは濃厚接触者が発
生した障害福祉サービス等事業所等に、消毒・清掃費
用、マスク・手袋等衛生用品の購入費用、事業継続に必
要な人員確保のための経費及び通所サービス事業所等
の訪問サービス実施に必要な人員確保のための経費を
補助する。
②補助金
③積算根拠
　200千円/事業所×300事業所
④障害福祉サービス等事業所等

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 60,000 60,000 40,000 20,000 - - -         R2補正
（国）

22 ○ 補
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（障害福祉分野のICT導入モデル事業）
①障害福祉サービス事業者等が、職員間の情報共有や
利用者と事業所職員とのオンライン面会等を行うため、タ
ブレット端末等のICT機器を導入する経費を補助し、事業
者向けのICT機器導入研修を実施する。
②補助金、委託料
③積算根拠
　補助金（ICT機器導入）9,944千円
　委託料（研修会）284千円
④障害福祉サービス等事業所等

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 10,228 10,228 6,818 3,410 - - -         R2補正
（国）

23 補 75
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（障害福祉サービスにおけるテレワーク等導入支援事
業）

①感染症拡大防止の観点から、在宅就労を推進するた
め、就労系障害福祉サービス事業者におけるテレワーク
システムの導入経費（パソコン等）及び発達障害児者に
対して、専門VR機器等を活用したソーシャルスキルト
レーニング（社会生活適応訓練）の学習を推進に係る経
費を補助する。
②補助金
③積算根拠
　補助金
　・テレワーク導入経費5,000千円
　・VR機器導入経費886千円
④就労系障害福祉サービス事業者

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 5,886 5,886 2,943 2,943 - - -         R2補正
（国）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
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経費

起債予
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その他

個人を対
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確
認
済
み
事
業
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象事業
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補助対
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費
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備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

24 〇 単 工賃維持支
援事業

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、就労支援
事業者等に通所する利用者の工賃が減少している状況
を踏まえ、利用者に対し、減少した工賃相当額の給付を
行う。
②扶助費
③積算根拠
　17,667円×1,025人×6ヶ月間×0.35
　・平均工賃17,667円
　・対象者1,025人（就労支援事業者等の支給決定を受け
ている者）
　・期間6ヶ月間（R2年4月～9月）
　・減収率0.35（R2年4月～9月の前年同期比）
④就労支援事業者等の支給決定を受けている者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 38,000 38,000 - - R2補正
（地）

25 〇 単
乳幼児健康
診査事業（市
単独）

①集団での1歳6か月児、3歳6か月児健診の再開に際し
て、３密を回避するため、１回の受診者数の制限を行い
健診の開催回数を増やす。
②委託料、医薬材料費
③積算根拠
　委託料10,912千円
　医薬材料費500千円
④1歳6か月児、3歳6か月児

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 11,412 11,412 - - R2補正
（地）

26 補 母子保健衛
生費補助金

厚労

（乳幼児健康診査個別実施支援事業）
①4か月児健康診査について、集団健診から個別健診に
切り替える。
②委託料
③積算根拠
　委託料8,789千円
④4か月児

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 8,789 8,789 4,394 4,395 - - -         R2補正
（国）

27 単 水道事業会
計繰出・補助

①水道料金の基本料金を免除することにより、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止対策に係る生活支援及び経
済的負担の軽減を図る。
②水道料金の基本料金免除に要する費用を，明石市水
道事業会計へ繰り出し、対象経費とする。
③積算根拠（計488，258千円）
【内訳】
　・対象世帯数：約144,200
　・上記対象世帯に係る1期分(2か月分)の基本料金減免
総額
×　3期分(6か月分)
　＝　水道基本料金免除額（6か月分）772,256千円（税抜
き）【加算項目】
　・システム改修費：2,310千円(税抜き)【加算項目】
　・県水免除額：286,308千円【減算項目】
④明石市水道事業会計

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 488,258 488,258 - - R2補正
（地）

28 〇 単 サービス継続
支援事業

①緊急事態宣言下、感染防止対策を行いつつ障害福祉
サービス等を継続し提供した事業者に対し補助金を助成
する。
②補助金
③積算根拠
　100千円/一福祉サービス×450サービス＝45,000千円
④障害福祉サービス等事業所等

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 45,000 45,000 - - R2補正
（地）

29 〇 単

要支援者等
に対するサー
ビス提供協力
金

①家族が感染した障害者に対してショートステイの受け
入れや自宅へ訪問し援助を行うなどの生活維持に協力
する事業者に対し補助金を交付する。
②補助金
③積算根拠
　在宅支援等を提供した要支援者等１人あたり：200千円
　200千円×25事業所（想定）＝5,000千円
④障害福祉サービス等事業所等

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.3 5,000 5,000 - - R2補正
（地）

30 単

予防接種助
成事業(高齢
者インフルエ
ンザ予防接種
の無料化)

①今後の季節性インフルエンザに備え、新型コロナウィ
ルス感染症の重症化リスクのある高齢者等に対して、イ
ンフルエンザ予防接種費用を助成する。
②委託料、扶助費
③積算根拠（66,000千円）
　 4,857円/1件×6,291人(市外の病院) ＝30,555千円
　 4,944円/1件×6,967人（市内の病院）≒34,445千円
　償還払い用扶助費1,000千円
④65歳以上の市民
　 60歳以上65歳未満の心臓、じん臓、呼吸器、ヒト免疫
不全ウイルスによる免疫機能障害を有し、当該疾病単独
で身体障害者手帳1級相当の方

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 66,000 66,000 - - R2補正
（地）

31 補
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）
①クラスターを防ぐため希望する高齢者新規入所者への
ＰＣＲ検査を行う。
②委託料
③626件（見込み）×13千円≒8,140千円
④施設の利用者や無症状だが検査を希望する高齢者な
ど

－ － － － － －

②-Ⅰ-２．ＰＣ
Ｒ検査・抗原

検査の体制整
備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 8,140 8,140 4,070 4,070 - - -         R2予備費
（国）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

32 単
臨時休校等
に伴う修学旅
行支援事業

①市立小中学校において、新型コロナウイルス感染者が
発生する等、止むを得ず修学旅行が中止となった場合の
キャンセル料を補助し、保護者の負担を軽減する。
②キャンセル料相当額の支援
③10,000千円
④市立学校の児童生徒の保護者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 10,000 10,000 - - R2補正
（地）

33

34 単

ひとり親世帯
に対する臨時
支援給付金
事業

①ひとり親世帯への更なる支援のため、臨時支援給付
金を支給する。
②扶助費
③1世帯あたり50千円×2,400世帯
④児童扶養手当受給世帯（12月支給者）等

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 120,000 120,000 - - R2補正
（地）

35 単 こども夢応援
プロジェクト

①感染症の影響による経済的な事情などの家庭環境が
原因で、高校進学が困難な場合に、就学の支援を行う。
②入学準備支援金、学習支援委託料、選考委員会開催
経費等
③積算根拠（計42,700千円）
・入学準備支援金：33,000千円
　一人当たり支援額：300千円
　給付対象者110名
・学習支援委託料：9,200千円
・事務費等500千円
④高校進学の意思のある中学３年生等

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3 42,700 42,700 - - R2補正
（地）

36 単 学校給食運
営支援事業

①コロナ禍に係る家庭内需要の高まりによる食材価格
の高騰や、4.5月の臨時休校期間中の食材費について、
給食費を支払う保護者の負担軽減を図る。
②補助金
③47,108千円
④学校給食会

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 47,108 47,108 - - R2補正
（地）

37 単
地域交通事
業者運行支
援事業

①感染症対策として、車内等の密度を上げないように便
数等に配慮した運行に取り組む地域交通事業者を支援
する。
②補助金
③積算根拠（計8,145千円）
神姫バス、山陽バス、ジェノバラインの市町補助額（1/4・
任意随伴）を、沿線市町にて運行（運航）キロ按分。
④感染症対策に取り組む地域交通事業者

－ ○ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 8,145 8,145 - - R2補正
（地）

38 単
文化芸術公
共施設運営
支援事業

①感染症対策として、休館や定員制限を設けて運営して
いる文化芸術関連の公共施設（概ね500席以上の客席を
備えるホールを有している）を支援する。
②補助金
③10,000千円（5,000千円×２施設）
④感染症対策に取り組む文化芸術関連の公共施設の指
定管理者

－ ○ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 10,000 10,000 - - R2補正
（地）

39 単

高齢者・障害
者サポート利
用券発行事
業

①高齢者や障害者の方へのさらなる生活支援策として、
飲食、日用品の購入やタクシー乗車に利用できるサポー
ト利用券を交付する。
②給付額、郵便料、印刷・封入封緘委託料、利用券換金
手数料など
③積算根拠（計392,000千円）
イ給付額355,000千円
　一人当たり給付額：5千円
　対象者：71,000人
ロ 郵便料、利用券等印刷及び封入封緘など37,000千円
　 郵便料20,000千円、換金依頼書等印刷費1,000千円
　 利用券等印刷及び封入封緘費16,000千円
④市内在住の70歳以上の高齢者及び69歳以下の障害
者手帳所有者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

⑲商品券・旅
行券

R3.1 R3.4以降 392,000 392,000 - - R2補正
（地）

40 単 高齢者等生
活支援事業

①生活上の不便や不安を抱える高齢者・障害者等配慮
が必要な市民の相談に応じるとともに、訪問等を実施す
る。
②委託料
③13,000千円
④高齢者・障害者等配慮が必要な市民

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 13,000 13,000 - - R2補正
（地）

41 単

予防接種助
成事業(高齢
者インフルエ
ンザ予防接種
の無料化) の
２

①今後の季節性インフルエンザに備え、新型コロナウィ
ルス感染症の重症化リスクのある高齢者等に対して、イ
ンフルエンザ予防接種費用を助成する。（№30事業のR２
年度当初予算流用による追加）
②委託料、扶助費
③積算根拠（239,281千円）
　 4,944円/1件×48,398人（市内の病院）≒239,281千円
④65歳以上の市民
　 60歳以上65歳未満の心臓、じん臓、呼吸器、ヒト免疫
不全ウイルスによる免疫機能障害を有し、当該疾病単独
で身体障害者手帳1級相当の方

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 239,281 239,281 - - R2当初
（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

42 単
学校への手
洗い水栓増
設・網戸設置

①小中学校での感染症予防対策として、手洗い水栓を
増設し、網戸を設置する。
②手洗い場水栓増設委託料、網戸設置費
③積算根拠（計6,713千円）
　手洗い場水栓増設委託料6,505千円
　網戸設置費208千円
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 6,713 6,713 - - R2当初
（地）

43 補 介護保険事
業費補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所
等に対するサービス継続支援事業）
①利用者又は職員に感染者もしくは濃厚接触者が発生
した場合などの介護サービス事業者等が、必要な介護
サービスを継続して提供するための、通常の介護サービ
スの提供時では想定されない、かかり増し経費について
支援を行う。
②消耗品費、人件費、交通費、損害賠償保険の加入費
用等
③積算根拠（計22,300千円）
・介護サービス事業所等におけるサービス継続支援事業
（マスク、手袋、体温計等の消耗品費、サービス提供に
必要な人件費、交通費等）20,348千円
・介護サービス事業所等との連携支援事業（職員の応援
派遣又は利用者の受入に係る人件費、交通費、その他
諸経費）1,952千円
④介護サービス事業者等

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 22,300 22,300 14,866 7,434 - - -         R2補正
（国）

44 単

高齢者の生
活維持に協
力する介護
サービス事業
所への助成
事業

①家族が感染し、高齢者が在宅に取り残された場合に、
濃厚接触者に特定された高齢者のショートステイの受入
れや、自宅への訪問を行う等、高齢者の生活維持に協
力する事業者に対して助成を行う。
②補助金
③積算根拠（計5,000千円）
・ショートステイ等に対応した事業所
　要介護者1人あたり200千円
・ヘルパーを派遣した事業所
　要介護者1人あたり150千円
④介護サービス事業者等

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 5,000 5,000 - - R2補正
（地）

45 補
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービ
ス支援事業）
①感染症の影響により、小中学校等の休校期間等にお
ける利用者負担額の増加に対して支援する。
②扶助費
③20,000千円
Ｆその他は県補助金
④放課後等デイサービス事業者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 20,000 20,000 10,000 5,000 - 5,000 -         R2補正
（国）

46 単

新型コロナ
ウィルス感染
症対策事業
①（マスク・消
毒液等の確
保、帰国者、
濃厚接触者
の診療）の２

①新型コロナウィルス感染症対策を効果的に進めるた
め、所要の整備を図る。（№７事業のR２年度当初予算流
用による追加）
②配布用マスク製造・購入費、医療材料購入費、外来診
療等体制の充実に要する経費
③積算根拠（計1,500千円）
・感染予防用備品1,500千円
④市民、市職員、感染症対策従事者など

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,500 1,500 - - R2当初
（地）

47 単
市立学校児
童・生徒端末
整備事業

①小中学校、特別支援学校の児童生徒に1人1台端末を
整備する。
②端末リース料
③積算根拠（計10,607千円）
　端末リース料10,607千円
④地方公共団体

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R2.6 R3.3 10,607 10,607 - - R2補正
（地）

48 単

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協
力金事業

①県と市町で協調し、県の要請で時短営業に協力した飲
食店等の店舗に対し、協力金を支給
②飲食店等の店舗を運営する事業者に対して支給する
協力金
③兵庫県に対する委託金　128,700千円
【本市内の支給総額（概算）：1,930,500千円】
　支給単価60千円×25日間（1/14～2/7）×1,287事業所
【うち本市負担分（概算）】
　1,930,500千円×0.2×1/3=128,700千円
　※　市町負担は、臨時交付金（協力推進枠）充当後の
地方負担20％の1/3（残りの2/3は県負担）
　※　事業所数はH28経済センサスによる。
④県が要請する期間内に、当該要請に応じて時短営業
（休業を含む。）を行った店舗の事業者

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.3 128,700 128,700 - - 

新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨
時交付金（協力要請推
進枠）

R2補正
（地）

49 単 106

児童手当受
給者に対する
緊急支援給
付金事業の２

①子育て世帯への緊急支援として、児童手当に上乗せし
て給付金を支給する。（№６事業のR２年度当初予算流用
による追加）
②扶助費
③1世帯あたり10千円×320世帯
④児童手当受給世帯（0歳から中学卒業まで（15歳の誕
生日後の最初の3月31日まで）の児童を養育し、児童手
当を受給している世帯）

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 3,200 3,200 - - R2当初
（地）



（確定版）【第3次申請分】地方創生臨時交付金.xlsxＡ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

50 補 子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校の臨時
休業等により、平日において午前中から放課後児童クラ
ブを開所するための経費を補助する。
新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るために、放
課後児童クラブを臨時休業させた場合等の日割り利用
料について、市が保護者へ返還した場合等の経費を補
助する。
②平日の午前中から開所するための経費、 臨時休業さ
せた場合等の日割り利用料
③積算根拠（計40,778千円）
・平日の午前中から開所した分の人件費24,600千円
・臨時休業させた場合等の日割り利用料16,178千円
Ｆその他は県補助額
④地方公共団体

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 40,778 28,702 9,567 9,568 - 9,567 12,076  R2補正
（国）

51 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①学校再開にあたり集団感染のリスクを避けるため、学
校設置者が実施する保健衛生用品等の整備に必要な経
費を補助することにより、幼児、児童及び生徒が安心し
て学ぶことができる体制の整備を促進する。
②保健衛生用品等（マスク、消毒液、体温計等）を整備す
るために必要な経費
③消耗品費8,345千円
④市内小・中・養護学校・高等学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-７．感
染国等への緊
急支援に対す
る拠出等の国

際協力

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 8,345 8,345 4,172 4,173 - - -         R2補正
（国）

52 補
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービ
ス支援事業）
①感染症の影響により、障害児通所サービスを利用する
にあたり、レスパイト等提供事業や医療的ケア児等が福
祉タクシーを利用費用を補助する。
②扶助費
③4,512千円
④放課後等デイサービス事業者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 4,512 4,512 2,256 2,256 - - -         R2補正
（国）


